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解釈運用基準の新旧対照表（情報公開決定等の期間等） 

 

１ 逗子市情報公開条例の解釈運用基準(平成13年要綱)新旧対照表（抜粋） 

現行 改正後（案） 

逗子市情報公開条例の解釈運用基準 逗子市情報公開条例の解釈運用基準 

平成13年４月１日 平成13年４月１日 

第10条関係 第10条関係 

 １ 趣旨  １ 趣旨 

  本条は、条例第９条（公開請求の手続）の規定による公開請求に

対する実施機関の応答義務及び手続について定めたものである。 

  本条は、条例第９条（公開請求の手続）の規定による公開請求に

対する実施機関の応答義務及び手続について定めたものである。 

 ２ 解釈  ２ 解釈 

  （第１項関係）   （第１項関係） 

  実施機関は、公開請求があったときは、速やかに当該公開請求に

係る情報の公開又は非公開の決定を行うものとし、遅くとも当該公

開請求のあった日（情報公開課が請求書を受領した日をいう。ただ

し、請求者が請求書の補正を行う場合は、補正後の請求書を受領し

た日とする。）   から起算して７日以内          

                              

      に行わなければならない。なお、非公開決定の中に

は、条例第８条の規定により情報の存否を明らかにしないで請求を

拒否する場合及び公開請求に係る情報を実施機関が保有していない

  実施機関は、公開請求があったときは、速やかに当該公開請求に

係る情報の公開又は非公開の決定を行うものとし、遅くとも当該公

開請求のあった日（情報公開課が請求書を受領した日をいう。  

                              

      ）の翌日から起算して６日以内（ただし、請求者が請

求書の補正を行う場合は、当該補正に要した日数は、当該期間に参

入しない。）に行わなければならない。なお、非公開決定の中に

は、条例第８条の規定により情報の存否を明らかにしないで請求を

拒否する場合及び公開請求に係る情報を実施機関が保有していない

（資料） 
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場合の決定を含むものとする。ただし、次のようなやむを得ない理

由がある場合は、当該公開請求のあった日から起算して30日を超え

ない範囲内で当該期間を       延長することができる。 

場合の決定を含むものとする。ただし、次のようなやむを得ない理

由がある場合は、                      

      当該期間を23日以内に限り延長することができる。 

  ア 天災等の場合   ア 天災等の場合 

  イ 裁判、国等の監査等のため、情報を提出中の場合   イ 裁判、国等の監査等のため、情報を提出中の場合 

  ウ 第三者に関する情報について、調査に日時を要する場合   ウ 第三者に関する情報について、調査に日時を要する場合 

  エ 請求に係る情報が多量で内容の確認、審査に日時を要する場

   合 

  エ 請求に係る情報が多量で内容の確認、審査に日時を要する場

   合 

  オ その他合理的な理由がある場合   オ その他合理的な理由がある場合 

   期間を延長する場合については、その旨を請求者に対して施行

規則第４条第１項で定める情報公開諾否決定期間延長通知書(第

２号様式)により通知するものとする。 

   期間を延長する場合については、その旨を請求者に対して施行

規則第４条第１項で定める情報公開諾否決定期間延長通知書(第

２号様式)により通知するものとする。 

  なお、「公開請求のあったとき」とは、本来、この条例の適用を

受ける情報について、公開請求の形式上の要件に適合する請求書を

受領したときを指すものであり、不適法な請求に対しては、公開又

は非公開の決定を行うことができない。 

  なお、「公開請求のあったとき」とは、本来、この条例の適用を

受ける情報について、公開請求の形式上の要件に適合する請求書を

受領したときを指すものであり、不適法な請求に対しては、公開又

は非公開の決定を行うことができない。 

  そのような請求があった場合は、実施機関は、請求書を受領した

上で、不適法と認める理由が請求書の記載上の軽微な不備にある場

合を除き、情報公開請求却下通知書(参考様式)により、理由を付し

て当該公開請求を却下するものとする。却下に係る事例等について

は、３運用の(4)を参照すること。 

  そのような請求があった場合は、実施機関は、請求書を受領した

上で、不適法と認める理由が請求書の記載上の軽微な不備にある場

合を除き、情報公開請求却下通知書(参考様式)により、理由を付し

て当該公開請求を却下するものとする。却下に係る事例等について

は、３運用の(4)を参照すること。 

 （略）  （略） 
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 ３ 運用  ３ 運用 

  (4) 却下に係る事例及び事務処理   (4) 却下に係る事例及び事務処理 

   請求書を受領しても公開又は非公開の決定を行うことができな

い場合は、実施機関は、情報公開請求却下通知書により、理由を

付して当該請求を却下する。 

   請求書を受領しても公開又は非公開の決定を行うことができな

い場合は、実施機関は、情報公開請求却下通知書により、理由を

付して当該請求を却下する。 

   公開請求の却下は、第１項の規定による決定には含まれないも

のであるが、実施機関は、公開請求に対する応答義務を有すると

の観点から行うものであり、請求書を受領した日   から  

  ７日以内に決定するものとし、その事務処理は公開又は非公

開の決定に係る場合に準じて行うものとする。 

   公開請求の却下は、第１項の規定による決定には含まれないも

のであるが、実施機関は、公開請求に対する応答義務を有すると

の観点から行うものであり、請求書を受領した日の翌日から起算

して６日以内に決定するものとし、その事務処理は公開又は非公

開の決定に係る場合に準じて行うものとする。 

   なお、請求書を受領しても公開又は非公開の決定を行うことが

できない事例には、次のようなものがある。 

   なお、請求書を受領しても公開又は非公開の決定を行うことが

できない事例には、次のようなものがある。 

 （略）  （略） 

  

  

第15条関係 第15条関係 

 １ 趣旨  １ 趣旨 

  本条は、市の保有する情報の公開に関し、公正かつ簡易迅速に救

済を図るため、行政不服審査法による既存の救済制度とは別に、新

たな救済制度として情報公開審査委員（以下「審査委員」とい

う。）を設けることを規定したものである。 

  本条は、市の保有する情報の公開に関し、公正かつ簡易迅速に救

済を図るため、行政不服審査法による既存の救済制度とは別に、新

たな救済制度として情報公開審査委員（以下「審査委員」とい

う。）を設けることを規定したものである。 
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 ２ 解釈  ２ 解釈 

  （第１項関係）   （第１項関係） 

 （略）  （略） 

  （第４項関係）   （第４項関係） 

  本項は、審査委員が、不服の申出があった日   から起算して

30日以内に実施機関に対し、是正その他の勧告をしなければならな

いことを定めたものである。 

  本項は、審査委員が、不服の申出があった日の翌日から起算して

29日以内に実施機関に対し、是正その他の勧告をしなければならな

いことを定めたものである。 

  なお審査委員が申出に係る事案の処理を行う場合には、勧告を行

う場合以外であっても本項の規定を準用し、30日以内に行うものと

する。 

  なお審査委員が申出に係る事案の処理を行う場合には、勧告を行

う場合以外であっても本項の規定を準用し、29日以内に行うものと

する。 

  

 


